
          令和２年度耐震化取組計画   市町村名：御船町  

１ 令和２年度の計画   

 

取
組
内
容 

財政的支援 

 耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断された住宅について、耐震改修設計、耐震改修工

事、建替え工事、耐震シェルター工事を行う住宅所有者等に対して補助を行う。 

普及啓発等 

①耐震診断実施者に対する耐震化促進 

・耐震診断結果※報告時にリーフレットを配布 

・令和２年度は平成３１年度(令和元年度)までに耐震診断実施後、耐震改修を行っていない者

にダイレクトメールを送付 

②改修事業者の技術力向上等 

・県や関係機関と連携した、耐震改修に関する技術講習会を年１回以上実施 

③一般への周知普及 

・広報誌を活用し補助事業の周知を実施 

・防災イベント等において補助事業のブース展示を実施 

・補助事業に関するリーフレット等の作成・配布 

目
標 

・耐震診断実施：20 戸※ 

・耐震改修設計費補助：1 戸 

・耐震改修工事費補助：1 戸 

・設計改修工事一括補助：４戸 

・建替え設計工事一括補助：1 戸 

・耐震シェルタ―工事補助：１戸 

・民間ブロック塀除去等工事補助：15 戸 

 ※熊本県が実施する戸建て木造住宅耐震診断士派遣事業により実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必ず来年度の取り組みに合わ

せて計画を作成してください。 

現在記載しているのは平成３

０年度のアクションプログラ

ム記載例です。 



２ 前年度（平成３１年度(令和元年度)）実績・自己評価 

 

実
績 

財政的支援 

・耐震診断実施：  戸※ 

・耐震改修設計費補助：０戸 

・耐震改修工事費補助：０戸 

・設計改修工事一括補助：１戸 

・建替え工事補助：0 戸 

・耐震シェルター工事補助：0 戸 

・民間ブロック塀除去等工事補助：７戸 

普及啓発等 

①住宅所有者に対する直接的な耐震化促進 

・耐震診断実施後、耐震改修を行っていない者に電話連絡 

②耐震診断実施者に対する耐震化促進 

・耐震診断結果報告時にリーフレットを配布※ 

・耐震診断実施後、耐震改修を行っていない者に電話連絡 

④一般への周知普及 

・広報誌を活用し補助事業の周知を実施 

・補助事業に関するリーフレット等の作成・配布 

・ＨＰアドレス：https://portal.kumamoto-net.ne.jp/town_mifune/ 

（最終更新日：平成 30 年 12 月 17 日） 

・アクションプログラム公表期日：令和２年４月 日 

自
己
評
価 

課題 

・一般への周知をホームページ、広報誌、回覧等を利用し行っているが事業の周知がまだ行き届

いていない。 

・ 

・ 

改善策 

・町全ての住宅所有者にダイレクトメールを送付（固定資産税の納税通知書に啓発チラシを同封） 

・ 

・ 

※熊本県が実施する戸建て木造住宅耐震診断士派遣事業により実施 

 

耐
震
改
修
促
進
計
画 

計画期間 平成 29 年 4 月～令和 8 年 3 月 

耐震化率 50.5％ 
住宅戸数  6,198 戸 

耐震性有戸数 3,133 戸 

算出年度 平成 28 年 耐震化率根拠数値年度 平成 28 年 

耐震化中間目標値 95％ 中間目標年度 令和 2 年 

耐震化最終目標値 100％ 最終目標年度 令和 7 年 

 

≪記 載 要 領≫ 

・アクションプログラムと同様な記載内容となっていると思いますので、ここで記載した内容を来年度の

アクションプログラム策定の際に参考とされてください。（内容に変更があった場合は一報ください。） 

・前年度（平成３０年度）の実績・自己評価は、総合支援メニューの補助要件を満たすかどうかの判断材

料となります。漏れなく記載してください。 

・アクションプログラムが未策定の市町村につきましても、来年度の取組計画と今年度の実績を記載して

ください。 

・普及啓発欄の最下段には、補助に関するＨＰアドレスと最終更新日を記載してください。 

・耐震化率根拠数値年度は、推計を行った基となる数値の年度を記載してください。（県の場合は２５年度

の住宅土地統計調査に基づいているため、算出年度は２７年、根拠数値年度は２５年になります。） 

 

https://portal.kumamoto-net.ne.jp/town_mifune/

